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国立大学法人大阪教育大学 平成１６年度 事業報告書

「国立大学法人大阪教育大学の概要」
１．目標

， ， ，大阪教育大学は 教員養成の基幹大学として 我が国の教育の充実と文化の発展に貢献し
とりわけ教育界における有為な人材の育成を通して，地域と世界の人々の福祉に寄与する大

。 ， ，学であることを使命とする この使命を達成するため 優れた教員養成を推進するとともに
学術・芸術の諸分野で総合性の高い教育研究を推進し，その成果を広く社会に還元する。こ
のことによって，学校教育とその関連分野の発展を担える創造性豊かな人材，並びに多様な
職業分野を担える専門的素養と豊かな教養を備えた人材を育成する。

２．業務

大阪教育大学は，教育学部と学部を基礎とする大学院研究科を主な教育研究組織とする単
科大学である。教育学部には，第一部に小学校，中学校，障害児教育，養護教諭，幼稚園の
教員養成課程及び教養学科，第二部（夜間）に小学校教員養成５年課程を置き，大学院研究
科には教育学研究科（修士課程）を置いている。さらに，大学の附属施設として，学校危機
メンタルサポートセンター，生涯学習教育研究センター，附属図書館，情報処理センター，
留学生センター，保健センター，教育実践総合センター及び９校園１１校舎からなる附属学
校園の教育研究組織をもとに，教員養成を基本的使命として，学校教育と関連分野の人材を
育成する高度に専門的な教員養成機関として，現代社会の多様な価値観に対応できる幅広く
深い教養を身につけた人材の育成，現職教員や社会人に対する質の高い多様な教育などの教
育研究活動及び修学相談，就職相談などの学生支援活動並びに教育研究活動の成果を公開講
座，共同研究等を通じ広く社会に還元していく社会貢献活動を業務としている。

３．事務所等の所在地

大阪府柏原市旭ヶ丘

４．資本金の状況

７５，１７４，３４７，５７４円（全額 政府出資）

５．役員の状況
役員の定数は，国立大学法人法第１０条により，学長１人，理事４人，監事２人。任期は国立

大学法人法第１５条の規定及び国立大学法人大阪教育大学理事の任命に関する規程
の定めるところによる。

役 職 氏 名 就 任 年 月 日 主 な 職 歴

学 長 稲 垣 卓 平成１６年４月１日 大阪教育大学教育学部教授
大阪教育大学副学長
大阪教育大学長

理 事 長 尾 彰 夫 平成１６年４月１日 大阪教育大学教育学部教授
大阪教育大学夜間学部主事
大阪教育大学副学長

理 事 栗 林 澄 夫 平成１６年４月１日 大阪教育大学教育学部教授
大阪教育大学副学長

理 事 中 岡 司 平成１６年４月１日 北九州市企画・学術振興局長

文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課長
大阪教育大学事務局長
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理 事 福 岡 美 彦 平成１６年４月１日 産経新聞社社会部記者

株式会社京都新阪急ホテル代表取締役社長
大阪教育大学運営諮問会議委員

大阪ガス株式会社代表取締役副社長監 事 下 谷 昌 久 平成１６年４月１日

株式会社オージス総研代表取締役会長
大阪ガス株式会社顧問

監 事 西 育 良 平成１６年４月１日 監査法人トーマツ代表社員
社団法人大阪府看護協会監事
独立行政法人文化財研究所監事

６．職員の状況

教員 ５６０人
職員 １６１人

７．学部等の構成

教育学部
教育学研究科

８．学生の状況

総学生数 ４，８９９人
学部学生 ４，４１６人
修士課程 ４６４人
特殊教育特別専攻科 １９人 等

９．設立の根拠となる法律名

国立大学法人法

１０．主務大臣

文部科学大臣

１１．沿革

本学は，明治７年に開設された教員伝習所を起源に師範学校として長年の歴史を刻んでき
たが，昭和２４年の学制改正により，大阪市天王寺区，同平野区及び大阪府池田市に点在す
る３つの師範学校を包括して大阪学芸大学が創設され，昭和４２年の学名変更により大阪教
育大学に改称し，今日に至っている。
この間，昭和２９年に国立大学唯一の教育学部第二部（夜間学部）を，昭和４３年に大学

， ，院教育学研究科を設置するとともに 大阪府柏原市へのキャンパス移転統合と機を一にして
昭和６３年，教育学部内に教養学科を創設した。その後，大阪市内の天王寺キャンパスにお
ける夜間大学院の設置を含む大学院の整備・充実，放送大学大阪学習センターと第二部の校
舎合築，学校危機メンタルサポートセンター（全国共同利用施設）の新設などを経てきた。
現在，教育学部は，第一部に小学校，中学校，障害児教育，養護教諭，幼稚園の教員養成

課程及び教養学科を，第二部に小学校教員養成五年課程を置き，大学院教育学研究科（修士
課程）は，現職教員及び社会人のための夜間大学院の２専攻を含む１８専攻で構成し，現職

（ ） 。 ，教員を主たる対象とする特殊教育特別専攻科 言語障害教育専攻 を設置している さらに
全校種に対応する９つの附属学校を擁し，幼児・児童・生徒・学生・院生の総数は10,000人
を超える全国有数の国立教員養成系大学である。
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１２．経営協議会・教育研究評議会
○ 経営協議会（国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現 職

稲 垣 卓 学 長

長 尾 彰 夫 理 事

栗 林 澄 夫 理 事

中 岡 司 理 事

福 岡 美 彦 理 事

渡 部 良 和 管理部長

高 倉 翔 明海大学長・理事

高 橋 叡 子 大阪国際文化協会理事長

俵 正 市 俵法律事務所弁護士

辻 井 昭 雄 近畿日本鉄道株式会社代表取締役会長

野 口 克 海 園田学園女子大学教授

馬 越 かよ子 大阪人間科学大学事務局長

○ 教育研究評議会（国立大学法人の教育研究に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現 職

稲 垣 卓 学 長

長 尾 彰 夫 理 事

栗 林 澄 夫 理 事

中 岡 司 理 事

福 岡 美 彦 理 事

石 田 雅 人 教員養成課程長

横 山 良 三 教養学科長

木 立 英 行 夜間学部主事

秋 葉 英 則 附属図書館長

米 川 英 樹 センター連絡会議議長

岸 本 幸 臣 附属学校部長

磯 村 篤 範 教育学部教員養成課程教授
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入 口 豊 教育学部教員養成課程教授

越 桐 國 雄 教育学部教員養成課程教授

宮 野 安 治 教育学部教員養成課程教授

東 眞 美 教育学部教養学科教授

伊 藤 義 介 教育学部教養学科教授

定 金 晃 三 教育学部教養学科教授

高 橋 誠 教育学部教養学科教授

奥 埜 良 信 教育学部第二部教授

白 石 龍 生 教育学部第二部教授

安 井 義 和 附属高等学校校長

「事業の実施状況」

別添「平成１６事業年度に係る業務の実績に関する報告書」に記載されている「Ⅰ大学の教
育研究等の質の向上」から「Ⅴその他の業務運営に関する重要事項」をもって代える。

Ⅵ．予算（人件費見積含む ，収支計画及び資金計画）
１．予算 （単位：百万円）

区 分 予 算 額 決 算 額 差 額
（決算－予算）

収入
運営費交付金 ６,７９２ ６,７９２ ０
施設整備費補助金 ３３ ３３ ０
自己収入 ２,９８１ ２,７４６ △２３５
授業料及び入学金及び検定料収入 ２,９１７ ２,６７３ △２４４
雑収入 ６４ ７３ ９

産学連携等研究収入及び寄付金収入等 １５２ ２９９ １４７
承継剰余金 ０ ３２２ ３２２

計 ９,９５８ １０,１９２ ２３４

支出
業務費 ９,７７３ ９,４１６ △３５７
教育研究経費 ８,５１４ ８,２６８ △２４６
一般管理費 １,２５９ １,１４８ △１１１

施設整備費 ３３ ３３ ０
１５２ １９１ ３９産学連携等研究経費及び寄付金事業費等

承継剰余金 ０ １ １
計 ９,９５８ ９,６４１ △３１７
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２．人件費 （単位：百万円）

区 分 予 算 額 決 算 額 差 額
（決算－予算）

人件費（承継職員分の退職手当は除く） ７,３４６ ７,２３８ △１０８

３．収支計画 （単位：百万円）

区 分 予 算 額 決 算 額 差 額
（決算－予算）

費用の部 ９,８４０ ９,８５３ １３
経常費用 ９,８４０ ９,６０３ △２３７
業務費 ９,４６３ ９,２５９ △２０４
教育研究経費 １,３９６ １,４４８ ５２
受託研究経費等 １３ ２５ １２
役員人件費 １０１ ９８ △３
教員人件費 ６,３６６ ６,１９８ △１６８
職員人件費 １,５８７ １,４９０ △９７
一般管理費 ３７４ ３３０ △４４
財務費用 ０ ４ ４
雑損 ０ ０ ０
減価償却費 ３ １０ ７

臨時損失 ０ ２５０ ２５０

収益の部 ９,８４０ １０,０７８ ２３８
経常収益 ９,８４０ ９,８２８ △１２
運営費交付金 ６,７０７ ６,４７８ △２２９
授業料収益 ２,４２７ ２,５６４ １３７
入学金収益 ３８０ ４１６ ３６
検定料収益 １１０ １１３ ３
受託研究収益 １３ ２５ １２
寄附金収益 １３６ １３５ △１
施設費収益 ０ ２３ ２３
財務収益 ０ ０ ０
雑益 ６４ ６８ ４
剰余金収益 ０ １ １
資産見返運営費交付金等戻入 ３ ２ △１
資産見返寄附金戻入 ０ ３ ３
資産見返物品受贈額戻入 ０ ０ ０

臨時利益 ０ ２５０ ２５０
純利益 ０ ２２５ ２２５
総利益 ０ ２２５ ２２５

３．資金計画 （単位：百万円）

区 分 予 算 額 決 算 額 差 額
（決算－予算）

資金支出 １０,０２８ １０,１９２ １６４
業務活動による支出 ９,８３７ ９,４５４ △３８３
投資活動による支出 １２１ １８７ ６６
財務活動による支出 ０ ０ ０
翌年度の繰越金 ７０ ５５１ ４８１

資金収入 １０,０２８ １０,１９２ １６４
業務活動による収入 ９,９２５ １０,０８９ １６４
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運営費交付金による収入 ６,７９２ ６,７９２ ０
授業料及び入学金検定料による収入 ２,９１７ ２,６７３ △２４４
剰余金収入 ０ ３２２ ３２２
受託研究等収入 １３ ２５ １２
寄附金収入 １３９ ２０４ ６５
その他の収入 ６４ ７３ ９

投資活動による収入 ３３ ３３ ０
施設費による収入 ３３ ３３ ０
その他の収入 ０ ０ ０

財務活動による収入 ０ ０ ０
前年度よりの繰越金 ７０ ７０ ０

Ⅶ．短期借入金の限度額

該当なし。

Ⅷ．重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

該当なし。

Ⅸ．剰余金の使途

該当なし。

Ⅹ．その他
１．施設・設備に関する状況

施設・設備の内容 決定額（百万円） 財 源

総額 施設整備費補助金
小規模改修 ３３ （ ３３）

２．人事に関する状況

効率化係数による運営費交付金の削減及び大学院組織見直しに伴う平成２１年度までの人
員配置計画を策定中である。

ⅩⅠ．関連会社及び関連公益法人等
１．特定関連会社

特 定 関 連 会 社 名 代 表 者

該当なし。

２．関連会社

関 連 会 社 名 代 表 者

該当なし。

３．関連公益法人等

関 連 公 益 法 人 等 名 代 表 者

該当なし。


